２００９年度自治労道本部の「要求と提言」に対する回答(北海道教育庁)
	要望項目
	回答内容

	１．平和・生命を守る要求
(1) 日本国憲法は、国の最高法規であるとともに、国際協調や平和主義、国民主権、基　本的人権の尊重など、これからの世界のあり方の先駆的規範として誇り得る内容を有している。しかし、小泉政権を継承した安倍政権は憲法改悪を公約にかかげ、憲法の空洞化として教育基本法の改悪を強行した。改めて憲法を暮らし根付かせるための自治体行政の役割の大きさを認識し、次の取り組みを行うこと
①　子どもたちに学校・社会教育のなかで、平和教育を充実させる取り組みを強化すること。また、道立中学・高校の修学旅行などで、平和の尊さや戦争の悲　惨さに直接ふれる機会として「広島・長崎の被爆の実相」を学ぶ場などを積極　的に位置づけるように助言すること。
＜指摘事項＞
○　沖縄、広島・長崎など戦争や被爆の実相を学び、平和教育を充実させる取り組みを強　化されたい。
②　「国旗掲揚や国歌斉唱は地域社会において強制するものではない」と道も説明されているが、今日、学校の入学式・卒業式においては「強制は当たり前」、「従わない者には処分と恫喝」が普通のことになっている。国旗及び国歌の意義を理解させると言われるが、歴史的な経緯から「日の丸」「君が代」への「軍国主義を肯定するとの思想的な批判」も根強く、そうした価値観をもつ子ども・生徒、教職員、保護者の思想・信条の自由を侵害することについてどう考え、どのような措置が必要と考えているのか明らかにすること。
＜指摘事項＞
○　「君が代・日の丸」を正当なものと考えている人だけでなく、批判的な価値観をもつ　人も相当存在している。それを無視して行政権力によって「強制、恫喝、処分」を科す　ことは、権力の横暴であり、とりわけ教育現場での混乱を助長させるものである。
よって、卒業式や入学式等においては、「起立したくない」「歌いたくない」という人の態度について、個人の内心の自由を守るためにも尊重すべきである。そのことか共生社会の前提であると考えるが、道としての考えを伺いたい。

	○　学校教育においては、教科等の指導を通して、日本国憲法の精神について理解を深めており、特に、社会科等においては、単に条文の学習にとどまることなく、日本国憲法が基本的人権の尊重、国民主権及び平和主義を基本的原則としていることについて、具体的な社会現象や生活経験を通して理解が深まるよう指導を進めるとともに、国際社会に生きる民主的、平和的な国家・社会の形成者として必要な公民的資質の基礎が身に付くよう指導を進めているが、今後とも適切な指導の充実に努めていきたい。
　　道立高校の見学旅行は、「道立学校修学旅行実施基準」において、「自然や文化を直接見聞することによって、各教科等における学習を拡充し、広い知見と豊かな情操を育成する」ことをねらいとしており、施計画については、各学校が、地域や生徒の実態等に配慮し、作成することとなっている。
　　なお、平成１９年度の道立高校の見学旅行においては、およそ５割の学校が、広島、長崎、沖縄を見学　地としている。
  　社会教育では、指導者養成事業や各種講座・学級・団体活動など様々な場や機会を通じて、憲法の精神の理解が図られるよう努めていきたい。
○　道立高校の見学旅行の実施計画については、各学校が、地域や生徒の実態等に配慮し、創意工夫を生かして、作成することとなっている。
道教委としては、今後とも、「道立学校修学旅行実施基準」に示されているねらいに基づき、各教科・科目や総合的な学習の時間と関連付けて体験活動の実施などについて指導するとともに、各学校において、生徒の主体性を生かした見学旅行が一層すすめられるよう努めてまいる。
○　学校教育における国旗、国歌の指導については、今日の国際化の進展を踏まえ、これからの国際社会に生きる児童生徒に、我が国や諸外国の国旗、国歌の意義を理解させ、これを尊重する態度を身に付けさせることが必要であると考えている。
　　思想・良心の自由との関連については、指導に当たっては、児童生徒の内心にまで立ち入って強制しようというものではなく、教育上の配慮のもとに適切に指導を進めていくこととしており、今後とも、市町村教育委員会や校長会との連携を緊密にし、適切な取扱いが行われるよう指導に努めていきたいと考えている。
　　
○　思想・良心の自由との関連については、指導に当たっては、児童生徒の内心にまで立ち入って強制しようというものではなく、教育上の配慮のもとに適切に指導を進めていくこととしており、今後とも、市町村教育委員会や校長会との連携を緊密にし、適切な取扱いが行われるよう指導に努めてまいりたいと考えます。


２００９年度自治労道本部の「要求と提言」に対する回答(北海道教育庁)
   　
	要望項目
	回答内容

	③　昨年、沖縄戦における「軍命により強要された住民の集団死・集団自決」に関して高校歴史教科書において「命令や強要」の修正を求める意見が政府の「教科用図書検定審議会」で認め、文部科学省も黙認したことは極めて重大な問題である。さらに、この問題の収拾は、教科書会社が文部科学省に訂正申請を行い、文部科学省は「教科用図書検定審議会」を開催し、その答申で判断させたのである。
　　　文部科学省そして「教科用図書検定審議会」が歴史事実を無視、沖縄戦の実相を歪め、軍隊は国民を守らないという戦争の本質を覆い隠す役割を果たすという暴挙が二度と発生しないように求めること。
＜指摘事項＞

○　防衛省の田母神航空幕僚長が「日本が侵略国家だったというのは濡れぎぬだ」と論文で主張し、政府方針から逸脱しているとして更迭される事態が発生した。そして田母神氏がトップを務めた小松基地の多数の自衛官が論文に応募しており組織的関与の疑念も浮上している。
彼の主張は、日本の侵略と植民地支配の歴史を正当化し、集団的自衛権の行使を認める内容である。自衛隊の最高幹部が、このような考えを主張するということは防衛省としての文民統制が空洞化していることである。この背景には小泉・安倍政権が共に「憲法改悪」を公約し、戦争賛美する靖国神社の参拝を肯定、教育基本法の改悪などの反動的潮流の存在がある。
今回の沖縄戦の高校歴史教科書の検定問題についても、侵略戦争を肯定する政治潮流の台頭、文民統制が機能不全に陥っているなか発生しており、国会や自治体、国民各層からのチェック機能の強化が不可欠である。
    文科省・教科用図書検定調査審議会において検定手続きの改善方策が検討されているとのことであるが、そもそも沖縄戦の実相を歪めることを黙認したのは文科省及び審議会である。抜本的な改革のためには、①誤った検定が行われた要因を明確にする、②改善方策の検討は、第三者機関が行う（誤った検定を行った機関が改善策など出せるわけがない）、③審議会委員選出の基準など透明性の確保、が必要であることを要請すべきである。

	○　平成１８年度に検定決定された高等学校日本史教科書の沖縄における集団自決に関する記述の訂正申請については、教科用図書検定調査審議会における客観的・専門的見地からの調査審議を経て、訂正が承認されたところと聞いている。
　　なお、沖縄における集団自決に関する記述の教科書検定にかかる一連の過程においては、審議における透明性の向上や専門的な見地からのきめ細やかな審議の必要性など様々な事項が指摘されたことから、これらを踏まえ、現在、検定手続の改善方策について、教科用図書検定調査審議会において、検討が進められていると承知している。
○　教科用図書検定調査審議会では、審議における透明性の向上や専門的な見地からのきめ細やかな審議の必要性等から、教科書検定手続き改善に関するワーキンググループを設置したところであり、検定手続きの透明性の一層の向上や静ひつな環境における公正・中立な審議の確保等について検討が行われているところと承知しております。
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	要望項目
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	２．学校給食について
　(1)　学校給食において、食育基本法の理念に基づく食育の推進・食教育の充実は、重要な役割を担っています。今、「学校を拠点とした食の活用」が求められ、食材の安全性、地場産食材の活用、郷土食・行事食の導入、アレルギーの対応、食生活の改善など栄養教諭とともに自治体が取り組む課題が山積しています。
    　また、学校現場は、防災拠点として地域における災害への即応や地域の「食」に関する総合的な取り組みに深く関わらねばなりません。そういった観点から、正規職員である調理員を配置すること。
(2)　食育推進計画では、専門調理師について記されています。食育を推進していく上で、専門調理師や調理師資格を有する調理員が配置されることが望ましく、現在正規職員として配置されている学校給食調理員は、専門調理師の免許取得の資格要件を満たしている者も数多くいます。栄養教諭とともに地域総ぐるみで子どもにとっての食育を推進していく観点から、取得希望者に対して講習料、試験料等を補助するための予算措置を講ずること。
＜指摘事項＞
○　学校給食調理講習会の参加対象者や内容につい伺いたい。
(3)　食中毒発生防止のため，学校給食法の改正，学校給食衛生管理基準の強化，手洗いマニュアルの作成などが進められてきましたが、ノロウイルスの型に種類が多くあることや症状がなくてもウイルスを保有していることなど、未だ未解明な部分が多くある状態です。発生し続けているノロウイルス対策について更なる対応を進めるために、ノロウイルス感染の判別検査や機器購入の負担措置の確保と、感染が判明した時点で出勤停止など具体的な措置を講じること。　
　　　また、とりわけノロウイルスによる食中毒防止のため、調理現場にわかり やすく具体的な予防対策マニュアルを作成し指導すること。
＜指摘事項＞

○　これまで各種通知などが出されているが、調理現場の管理者、自治体の設置者の理解が乏しく、施設設備がマニュアルにおいついていないことやノロウイルス対策にアルコールを使用しているなどもふくめ事前事後対策の取り組みに矛盾が発生していることから改善に向けた指導をお願いしたい。
	○　学校給食の実施主体は市町村であり、また、学校給食調理員の任用者も市町村である。したがって、学校給食調理員の任用形態が常勤職員・臨時職員及びパート職員であるかは、当該市町村が地域における実情などを十分に踏まえ検討のうえ決定しているものである。
○　学校給食の実施主体は市町村であり、また、学校給食調理員の任用者も市町村である。したがって、学校給食調理員に係る予算の措置は当該市町村が行うものである。
　なお、道教委では学校給食調理員を対象とした「学校給食調理講習会」などを実施し、調理員の資質の向上に努めているところである。
○　市町村及び道立学校の学校給食調理員を対象とし、学校給食の食品の安全管理・衛生管理等の講義や調理実技、手洗い実習などを行っている。
· 学校給食によるノロウイルス等の食中毒の予防については、各市町村における学校給食調理従事者の日ごろからの健康管理や検便の結果に注意し対応することが重要であることから、道教委では「学校給食衛生管理マニュアル」や「食中毒を防ぐ調理作業のポイント」の配布、「ノロウイルスによる食中毒の予防について（通知）」を発出するとともに、学校給食関係者を対象とした各種研修会等を通じて、調理従事の際のノロウイルス感染予防対策や調理従事者が感染した際の具体的な対応について指導するなど、衛生管理の徹底を図っているところである。
○　市町村教育委員会等において、より一層安全な学校給食の実施のため、文部科学省では学校給食法の一部を平成２１年４月から改正し、「学校給食衛生管理の基準」を法制化する。
道教委では、今後とも、衛生管理基準を遵守した施設設備の改善やノロウイルス対策などについて学校給食関係者を対象とした各種研修会等を通じて指導してまいりたい。
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	(4)　現在の学校給食は、各基準において学校栄養職員と給食調理員が協力連携した作業のなかで運営をすることが定められています。実態的にも協力連携した作業を行っており、文部科学省からの関係基準や通知を根拠としています。
   　 しかしながら、昨今拡大してきている給食調理業務の調理委託の運営については、本来委託を受けた会社が、その責任のもと労務供給者に対し指揮命令をしなくてはならないということが当然の定義なっているところですが、委託現場の栄養職員も、「栄養職員の職務内容」をもって配属されており、委託会社からの調理従事者と同じ調理場内で混在した作業を行うなかでは、必然的に衛生管理や調理、配食及び施設設備等にかかわる指導・助言などの「指揮命令」が行われています。これらの委託会社から労働者のみを派遣する「請負」の状態は、職業安定法等に違反する「偽装請負」にあたり、いまや横行へと繋がっています。
    　また、委託調理を派遣労働者としている場合であっても、労働者派遣事業法による労働者派遣契約の締結や雇用契約の申込みなど派遣先の構ずるべき適正な措置の有無や委託調理運営に関する請負と派遣による違反が懸念されることから、自治体の委託調理における運営の実態と労働者派遣の状況について調査し是正すること。
＜指摘事項＞
○　学校給食を委託している場合、その調理運営と栄養教諭の指導・監督について制度上の矛盾が発生していることから、制度上の整備が必要となっている。
　　また、栄養教諭は給食調理の責任をおっているが、食教育実践が加わり不在となることが多く調理室を離れることも多くなっており、衛生管理が調理員によって監督されている場合もあることについても一定の整備が必要と考えるが見解を伺いたい。
３．学校栄養教諭について
(2)　食物アレルギーを有する児童生徒の献立等への対応は栄養教諭及び学校栄養職員の職務ではあるが、人員・施設が不十分でありほとんど対応が出来ていないのが現状である。対応については慎重に進めるべきと考えるが、道教委の考え方を示して頂きたい。また、万が一児童生徒が食物アレルギーを発症した場合、その責任については栄養教諭や学校栄養職員に帰するものではないと考えるが、道教委の考え方を示して頂きたい。
	○　学校給食の実施主体は市町村であり、給食調理業務の調理委託にあたっては、当該市町村が地域における実情等を十分に踏まえ判断し行われているところである。道教委としては、今後とも、さまざまな機会をとらえて、学校給食の質の低下を招くことなく安全で安心な学校給食が円滑に実施されるよう、市町村を指導していきたい。
○　学校給食の調理業務が市町村から委託されている場合においても、給食調理に当たっては文部科学省で制定している「学校給食衛生管理の基準」などに従って安全で安心な学校給食が円滑に実施されることが必要であると考えている。
　
○　食物アレルギーを有する児童生徒への対応については、校長の責任のもと、食物アレルギーを有する児童生徒について学校職員全員の共通理解を図るとともに、栄養教諭等が献立作成や指導を進めることが大切である。
　　道教委としては、食物アレルギーを有する児童生徒への対応や万が一アレルギーを発症した場合の対応については、「学校における危機管理の手引き」や「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン」で具体的な対応について指導しているところである。


